
51 

第３章 都市構造上の課題 

（１）人口動態からの課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－平成 22 年の人口密度と主要都市機能の分布の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現 状 

・市全体の人口は昭和 55 年をピークに

減少し、減少幅は年々増加 

・世帯数は平成 17 年以降、減少傾向 

・高齢化率は平成 22 年時点で全国平均

を上回る 28.3％ 

・人口は用途地域内に集積し(その集積

度合いは県内でも高い)、城川地区で

は未だ増加傾向 

・DID 区域の面積に大きな変化はない

が、人口密度は近年減少 

 

将来の見通し（p11～16 参照） 

・平成 22 年から令和 22 年にかけて市全

体で約１万人減少 

・高齢化率は 28.3%から 39.3%に上昇 

・地区別では、中山間地域の減少率が高

いものの、用途地域が位置する地区で

はそれぞれ 1,000 人以上減少 

・令和 22 年には最も人口が集積する西

小千谷でも人口密度が 40 人/ha 以下 

・平成 22 年から令和 22 年にかけて市全

体の人口は減少するが、高齢者人口は

場所によって増加する地点がある 

課 題 

◇更なる人口減少、人口の低密度化が予測される中、豊かな市民生活や持続可能な都市経

営を実現するためには、人口が集積する用途地域を中心に居住を誘導することが必要 

◇更なる高齢化やスポット的な高齢者数の増加が予想されることから、高齢者が安心して

住み続けられる居住環境の形成、医療や福祉を中心にした都市機能の充実が必要 

凡 例 

小千谷市域 

都市計画区域 

用途地域 

新幹線 

ＪＲ線 

高速道路 

国道 

【人口密度】 

5 人/ha 未満 

5～10 人/ha 未満 

10～20 人/ha 未満 

20～30 人/ha 未満 

30～40 人/ha 未満 

40～60 人/ha 未満 

【都市機能】 

医療施設 

高齢者施設 

商業施設 

公共施設 
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（２）都市機能の立地状況からの課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－医療施設の分布と高齢者人口の増減(平成 22 年⇒令和 22 年)との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・高齢者人口の増加が予想される地点に

は、医療施設の高齢者徒歩圏(500ｍ圏

内)に含まれない地点が多く見られま

す。 

凡例（高齢者人口増減） 

50 人以上減少 

20～50 人減少 

5～20 人減少 

5 人未満の増減 

5～20 人増加 

20～50 人増加 

50 人以上増加 

凡 例（医療施設） 

病院 

診療所 

高齢者徒歩圏(半径 500ｍ) 

※診療所のみ 

現 状 

・医療施設、児童施設、商業施設、公共

施設は用途地域内に集積 

・高齢者施設は用途地域を中心に市内に

分散 

・中心市街地を構成する本町商店街及び

平成商店街では、商店数、従業者数、

年間商品販売額が軒並み減少し、その

減少幅は近年拡大 

将来の見通し 

・人口減少や人口の低密度化により、生

活サービス施設の撤退やサービス水準

の低下が懸念され、特に多くの施設が

立地し、また中心市街地が位置する西

小千谷の用途地域ではその可能性が高

い 

・平成 22 年から令和 22 年にかけて用途

地域の外縁部を中心に高齢者人口が増

加する地点があるが、医療施設や福祉

施設の徒歩圏に含まれていない 

課 題 

◇現在の生活サービス機能を維持するためには、用途地域内の人口密度を少なくとも維持

していくことが必要 

◇人口減少や人口の低密度化等に伴い、更なる衰退が懸念される中心市街地について、病

院の跡地活用など活性化に向けた取組を進めることが必要 

◇更なる高齢化、スポット的な高齢者数の増加に対応した都市機能の誘導が必要 
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図－高齢者施設の分布と高齢者人口の増減(平成 22 年⇒令和 22 年)との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－商業施設の分布と人口増減(平成 22 年⇒令和 22 年)との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・全般的に商業施設の周辺では大幅な

人口減少が見込まれており、店舗の

撤退やサービスの縮小が危惧されま

す。特に施設が集積している西小千

谷の用途地区内ではその可能性が高

いと考えられます。 

凡 例（人口増減） 

100 人以上減少 

50～100 人減少 

10～50 人減少 

10 人未満の増減 

凡 例（商業施設） 

大規模小売店舗 

(店舗面積 1,000 ㎡超) 

上記以外のスーパー 

コンビニ 

・高齢者人口の増加が予想される地点に

は、高齢者施設(通所型)の高齢者徒歩

圏(500ｍ圏内)に含まれない地点が多

く見られます。 

凡例（高齢者人口増減） 

50 人以上減少 

20～50 人減少 

5～20 人減少 

5 人未満の増減 

5～20 人増加 

20～50 人増加 

50 人以上増加 

凡 例（高齢者施設） 

通所型 

入所型 

高齢者徒歩圏(500ｍ圏内) 

※通所型のみ 
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（３）公共交通の実態からの課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－公共交通路線網と人口増減(平成 22 年⇒令和 22 年)の関係 

 

 

 

 

 

 

 

  

現 状 

・小千谷駅は通勤･通学などで日常的に利

用されている 

・鉄道利用者は中越大震災以降、概ね右肩

上がりで推移 

・路線バスはその多くが本町を経由して市

内または隣接する都市間を連絡 

・路線バス利用者は一貫して減少傾向 

・系統の半数程度が補助対象 

・生活交通空白地ではコミュニティバス、

乗合タクシーが運行 

将来の見通し 

・人口減少や高齢化の更なる進展によっ

て人々の移動需要が低下し、路線の廃

線や便数の減少など公共交通のサービ

ス水準が低下することが懸念される 

 

課 題 

◇日常的に利用されている鉄道のサービス水準を維持、充実するためには、小千谷駅周辺

への人口や都市機能の誘導、小千谷駅へのアクセス強化が必要 

◇市内や都市間を連絡する路線バスのサービス水準を維持、充実するためには、人口や都

市機能を適切に誘導し、移動需要を創出することが必要 

凡 例 

小千谷市域 

都市計画区域 

新幹線 

ＪＲ線 

路線バス網 

【人口増減】 

100 人以上減少 

50～100 人減少 

10～50 人減少 

10 人未満の増減 
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（４）土地利用・都市基盤・災害ハザードの状況からの課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）財政状況からの課題 

 

 

 

現 状 

・西小千谷と東小千谷の用途地域内には一

団の農地が残存 

・空き家の可能性が高い家屋が用途地域内

を中心に分布 

・道路、公園は概ね充足 

・用途地域に一部で面的整備が実施済 

・想定浸水区域は河川沿いに分布してお

り、用途地域内でも茶郷川や表沢川の氾

濫による浸水が予想されている 

・土砂災害特別警戒区域･警戒区域、急傾

斜地崩壊危険区域は河岸段丘の傾斜地付

近に分布している 

将来の見通し 

・人口減少により開発需要が更に低下す

るため、用途地域内に残存する一団の

農地での都市開発は見込まれない 

・用途地域内では大幅な人口減少、世帯

数の減少が見込まれるため、空き家が

更に増加することが懸念される 

課 題 

◇一団の農地や災害リスクが高い箇所など居住に適さないエリアの取り扱いに留意するこ

とが必要 

◇空き家の放置は防災、衛生、景観上問題であるため、人口や都市機能の受け皿として有

効活用を検討することが必要 

現 状 

・歳入は国庫支出金や地方債に依存 

・歳出は民生費(福祉等)の割合が増加 

 

将来の見通し 

・人口減少、高齢化を背景とした税収の

減少、社会保障費の増加、人口の低密

度化による非効率なインフラ管理など

によって、財政状況の悪化が懸念され

る 

課 題 

◇財政状況の悪化が懸念される中にあっても持続的な都市経営を可能にするため、現在の

用途地域を中心としたコンパクトな都市構造を維持していくことが必要 


	立地適正化計画（第３章）

